
（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

観光プロモーション室事務事業名 №219　ふるさと納税関係経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 02款　総務費 01項　総務管理費 08目　企画費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

164,907

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 施策体系外

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

284,183 284,183

平成 20

目 的

対 象

事 業 内 容

全国から広く寄附を募るとともに、返礼品を通じて地元事業者の支援を図る。

全国の寄附者

各種ふるさと納税ポータルサイトの利用や返礼品の開発により寄附者の利便性や満足度を高め、
全国から広く寄附を募る。令和5年度は令和4年11月に策定した「銚子市ふるさと納税推進ビジョ
ン」に基づき、魅力的な返礼品の開発を進めるなど寄附額の増加を図る取組を進めることで寄附
金額の目標を5億円としている。

ＳＮＳ投稿等のＰＲ活動 回 50

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

カタログ配布数 冊 5,000

円 500,000,000
本市への応援寄附金の額

－59－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

新規追加返礼品数 品 100

がんばれ銚子ふるさと応援寄附金額



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

地域おこし協力隊（観光プロモーション型）の活動を通じ、スポーツと観光、廃校を活用した地域交流の促進で交流人口
の増加を図る。市が出資する法人㈱銚子スポーツタウンの活動の支援と経営の健全化を図る。

観光プロモーション室事務事業名 №230　地域おこし協力隊事業経費（観光プロモーション型） 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 07款　商工費 01項　商工費 04目　観光費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 移住希望者に向けた働きかけの推進

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

14,400 14,400

令和 5

目 的

対 象

事 業 内 容

本市への新たな人の流れをつくるため、都市部の人材を地域おこし協力隊として委嘱し、移住し
てもらう。隊員は、地域課題の解決や地域資源の活用につながる地域活動に従事。任期終了後も
本市に定住してもらうことを目指す。地域おこし協力隊事業（観光プロモーション型）では、ス
ポーツと観光、廃校を活用した地域交流の促進で交流人口の増加を図るための人材の誘致を目指
す。

地域おこし協力隊制度の地域要件の対象となる都市部の人材

スポーツと観光、廃校利用を活かしたイベントの企画・運営活動などに取り組む地域おこし協力
隊3名を委嘱する。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－60－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

地域おこし協力隊員数（観光プロモーション型） 人 3



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

既存の市内事業者において再投資補助金の活用件数が増えており、事業者の認知が広まっている。企業立地の促進及び雇
用の確保に繋がり、本市の経済活性化に寄与している。

産業振興室事務事業名 №240　企業立地等促進経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 07款　商工費 01項　商工費 02目　商工業振興費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

14,720

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 地域資源を活用した産業連携の推進

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

45,184 45,184

平成 29

目 的

対 象

事 業 内 容

企業等の新規立地や再投資を促進し、新たな雇用の創出や既存の雇用の維持を図る。

新たに市内に対象施設（製造施設、流通加工、植物工場、陸上養殖、情報サービス、観光、宿泊
施設）を立地しようとする企業等（法人・個人）や、市内に事業所を有している企業で事業拡大
のために再投資をする企業等

市内において新たに事業を行うもの及び既存の工場等の再投資を行うものに対し、補助金を交付
する。令和5年度は新たに新規立地1件、再投資5件の補助を予定している。
市内における新規創業や事業継承の支援と、中心市街地を始めとした地域活性化を図るため、空
き店舗を利用して新たに出店する事業者に対する家賃の支援を令和4年度から行っている。

再投資補助金交付件数 件 7

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

家賃補助金交付件数 件 2

人 15
新規立地した企業が新たに雇用した従業員数

－61－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

新規立地補助金交付件数 件 2

新規立地による雇用の創出



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

令和5年度中に任期を終える地域おこし協力隊員2名は起業に向け、現在仕上げの活動に取り組んでいる。なお、地域おこ
し協力隊事業（起業型）は現隊員2名が任期を満了する令和5年度中をもって終了とする。

産業振興室事務事業名 №241　地域おこし協力隊事業経費（起業型） 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 07款　商工費 01項　商工費 02目　商工業振興費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

9,600

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 移住希望者に向けた働きかけの推進

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

8,400 8,400

令和 2 令和 5

目 的

対 象

事 業 内 容

本市への新たな人の流れをつくるため、都市部の人材を地域おこし協力隊として委嘱し、移住し
てもらう。隊員は、地域課題の解決や地域資源の活用につながる地域活動に従事。任期終了後も
本市に定住してもらうことを目指す。

地域おこし協力隊制度の地域要件の対象となる都市部の人材

各隊員がそれぞれ解決したい地域課題や活用したい地域資源を設定し、地域おこし活動や人材交
流、各種スキルアップなど起業ための準備を行う。令和2年11月、令和3年1月にそれぞれ委嘱し
た2名の隊員が令和5年度には3年の任期を迎え、起業による自立を目指す。起業のための支援経
費200万円(1人あたり上限100万円)のほか、経費の全額が地方交付税（特別交付税）で措置され
る。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

件 2

－62－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

地域おこし協力隊員数（起業型） 人 2

任期を満了する地域おこし協力隊員による起業件数



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

現隊員は地域に定着し、地元の事業者をはじめとした関係者とも良好な関係を築きながら地域おこし活動を継続してい
る。

産業振興室事務事業名 №243　地域おこし協力隊事業経費（魅力発信） 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 07款　商工費 01項　商工費 02目　商工業振興費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

4,800

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 移住希望者に向けた働きかけの推進

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

9,600 9,600

令和 3 令和

目 的

対 象

事 業 内 容

本市への新たな人の流れをつくるため、都市部の人材を地域おこし協力隊として委嘱し、移住し
てもらう。隊員は、地域課題の解決や地域資源の活用につながる地域活動に従事。任期終了後も
本市に定住してもらうことを目指す。

地域おこし協力隊制度の地域要件の対象となる都市部の人材

委嘱前の経験やキャリアを活かし、銚子の魅力発信や市内事業者の支援、銚子市へのふるさと納
税の促進などに取り組む地域おこし協力隊2名を令和4年5月、令和5年1月にそれぞれ委嘱。令和5
年度も活動を継続する。経費の全額が地方交付税（特別交付税）で措置される。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－63－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

地域おこし協力隊員数（魅力発信） 人 2



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

補助金交付対象事業として、平成31年（令和元年）度に基本設計、令和2年度に実施設計が完了し、令和3年度から令和6年
度までに建築・解体工事が継続して施工される。

水産課事務事業名 №251　銚子漁港第３卸売場整備助成経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 06款　農林水産業費 02項　水産業費 02目　水産業振興費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

141,137

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 漁港整備の促進

関 連 計 画
○

－ －

事 業 期 間 期間限定複数年度

46,580 46,580

平成 31 令和 6

目 的

対 象

事 業 内 容

銚子市漁業協同組合の第3卸売場が高度衛生管理型市場へ建て替えられることにより、漁獲物の
付加価値向上が図られ地元水産業の安定した収入が見込まれるもので、千葉県の補助金を活用し
整備費用の一部を補助することで、施設整備の円滑な実施を図る。

銚子市漁業協同組合

銚子市漁業協同組合の第3卸売場の高度衛生管理型市場への建て替えに対し、千葉県の補助金を
活用し補助する。令和5年度は、解体工事及び本体工事が予定されている。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－64－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

本市の漁業の振興を図るために事業を行うものに対し、銚子市漁業振興基金を活用して支援を行うことで、漁業と洋上風
力発電事業との協調・共生・漁業振興等の取組を促進させる。
主な取り組みとして、銚子市漁業協同組合が行う組合員支援事業（燃料助成、漁船保険料助成、漁獲共済掛金助成及び漁
業権行使料助成）などへの支援（補助）が見込まれる。

水産課事務事業名 №259　漁業振興等促進経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 06款　農林水産業費 02項　水産業費 02目　水産業振興費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 【水産業振興】

関 連 計 画
―

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

164,539 164,526 13

令和 4

目 的

対 象

事 業 内 容

本市の漁業振興を図るために事業を行うものに対し、銚子市漁業振興基金を活用し、漁業と洋上
風力発電事業との協調・共生・漁業振興等の取組を促進させる。

銚子市漁業協同組合

漁業と洋上風力発電事業との協調・共生・漁業振興等の取組事業を行い、洋上風力発電の稼働後
においても、これまで以上に漁業を繫栄させ営んでいける環境を整える。令和5年度は、燃料費
助成や漁船保険料助成などの銚子市漁業協同組合が実施する組合員支援事業に対する支援を予定
している。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－65－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

特定漁港漁場整備事業計画に基づき千葉県が実施する事業であり、令和5年度は漁港内の静穏度を確保するための沖南防波
堤関連整備や-6.0m泊地浚渫などを行う。
継続して大型船や廻船が入港可能な漁港の機能確保及び防災機能の強化を図っていく。

水産課事務事業名 №260　銚子漁港整備経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 06款　農林水産業費 02項　水産業費 03目　漁港建設費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

100,309

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 漁港整備の促進

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

194,871 168,500 26,371

目 的

対 象

事 業 内 容

特定漁港漁場整備事業計画に基づき千葉県が実施する銚子漁港の整備費用について、一定の負担
をすることで整備の円滑な進捗を図り、もって、地元水産業の振興に寄与する。

漁業者、銚子市漁業協同組合

国の定める特定漁港漁場整備事業計画に基づき、市及び地元漁業者等の意見を取り入れながら、
漁港管理者である千葉県が行う漁港整備事業について、費用を負担する。令和5年度は、黒生側
防波堤の整備などが進められる予定で、令和4年度のほぼ倍の負担金の支出が見込まれる。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－66－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

千葉県が実施する事業であり、令和5年度は航路・泊地浚渫や臨港道路ほか維持修繕を行う。
地元船が安全に入港できるよう漁港の機能確保を図っていく。

水産課事務事業名 №261　外川漁港整備経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 06款　農林水産業費 02項　水産業費 03目　漁港建設費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

51,400

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 漁港整備の促進

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

22,800 14,900 7,900

目 的

対 象

事 業 内 容

市及び地元漁業者等の意見を取り入れながら整備することで、地元水産業の振興を図る。

漁業者、銚子市漁業協同組合

市及び地元漁業者等の意見を取り入れながら、漁港管理者である千葉県が行う漁港整備事業につ
いて、費用を負担する。令和5年度は、航路・泊地の浚渫などが予定されているが浚渫量は減少
する見込みで、令和4年度に比べ費用負担は半額以下に抑えられる見込みとなっている。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－67－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

農地の耕作や農作物の出荷を補助するための農業用機械等の導入を支援することにより、農産物の単位面積あたりの収穫
量の増加及び作業効率の向上を図る。

農産課事務事業名 №268　｢輝け！ちばの園芸」次世代産地整備支援経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 06款　農林水産業費 01項　農業費 03目　農業振興費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

9,182

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 農業生産の基盤整備

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

35,240 35,240

目 的

対 象

事 業 内 容

農業用機械等を導入しようとする農業者への補助を行い、生産性の向上を図る。

認定農業者

省力化機械、農業用施設などの導入費用を補助する。令和5年度は、令和4年に比べ、パイプハウ
スなどの施設整備や生産用機械の導入など整備費用に対し大幅な補助を予定している。

園芸生産施設の導入 件 1

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

施設の改修及び省エネルギー型装置等の更新 件 3

－68－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

省力機械等の導入 件 28



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

令和5年度は全線の完成に向けての工事を県営事業で実施する。

農産課事務事業名
№280　広域営農団地農道整備経費（地方創生道整備推進交付
金事業）

所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 06款　農林水産業費 01項　農業費 05目　農地費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

21,273

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 農業生産の基盤整備

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 期間限定複数年度

30,145 26,200 3,945

平成 4 令和 5

目 的

対 象

事 業 内 容

流通体系の柱となる基幹農道を計画的に整備し、生産流通の合理化を図り、農産物の効率的な輸
送による輸送費の削減、農産物の痛みの防止等を図る。

農業生産者、道路利用者

県が実施する広域農道の整備に対し、費用を負担する。【市町村分担金負担割合：銚子市
87.65%、旭市7.48％、東庄町4.87%】令和5年度をもって事業完了予定。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－69－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

危険コンクリートブロック等の撤去に要する費用の一部を補助し、危険なブロック塀等の倒壊から市民の生命及び身体を
保護すること並びに避難所への経路を確保し、災害に強いまちづくりの実現に寄与する。

都市整備室事務事業名 №289　危険コンクリートブロック塀等撤去費補助経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 08款　土木費 01項　土木管理費 01目　土木総務費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 防災対策の充実

関 連 計 画
－

〇 銚子市耐震改修促進計画

事 業 期 間 単年度繰返

2,000 1,000 400 600

令和 5 令和

目 的

対 象

事 業 内 容

危険なブロック塀等の倒壊から市民の生命及び身体を保護すること並びに避難所への経路を確保
する。

銚子市耐震改修促進計画に位置付けられた避難路に面している危険なブロック塀等を所有する市
民

銚子市耐震改修促進計画に位置付けられた避難路に面している危険なブロック塀等を所有する市
民に対し、当該ブロック塀等の撤去に要する費用の一部を補助する。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－70－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

危険なブロック塀等の撤去 件 20



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

空家等の所有者に対して意向調査、空家等に関する所有者などからの相談対応及び空家の除却費用の一部の補助等を実施
し、空家等の適切な管理を推進することで地域住民の生活環境を保全するとともに、空家等を地域資源と捉え利活用を促
進することにより、地域の活性化につなげる。

都市整備室事務事業名 №291　空家等対策経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 08款　土木費 05項　都市計画費 01目　都市計画総務費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

377

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 空家対策の推進

関 連 計 画
－

－

事 業 期 間 単年度繰返

3,370 1,500 1,870

平成 28

目 的

対 象

事 業 内 容

年々深刻化する空家問題の解消に向け、空家等の適切な管理を推進し、地域住民の生活環境を保
全するとともに、空家等を地域資源と捉え利活用を促進することにより、地域の活性化につなげ
る。

市内の空家

市内にある空家等の実態を所有者調査や意向調査により把握し、空家等の適切な管理や利活用を
指導するとともに、倒壊等の恐れのある危険な空家に関しては特定空家等の認定や除却費用の一
部を補助することで解体を促し、空家対策を推進する。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－71－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

危険空家等除却事業補助件数 件 3



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

人口減少が推測される中において市街地における人口密度を維持することで、住民の生活を支える医療・福祉・商業など
のサービスの提供や地域活力の向上効果が期待できる。

都市整備室事務事業名 №293　立地適正化計画策定経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 08款　土木費 05項　都市計画費 01目　都市計画総務費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

10,089

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 都市の賑わいと活力を創出する都市づくりの推進

関 連 計 画
－

〇 銚子市総合計画、銚子市都市計画マスタープラン等

事 業 期 間 期間限定複数年度

11,404 5,600 5,804

令和 4 5

目 的

対 象

事 業 内 容

市民が安心・安全に暮らし、かつ、安定的な生活を送ることができるよう持続可能な都市の実現
を目指す。

市民

居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等の様々な都市機能の誘導により、都市全域を見渡した
計画を策定する。

市民説明機会の確保、パブリックコメントの実施 回 2

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－72－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

銚子市立地適正化計画策定委員会の開催 回 4



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

市民からの整備要望等に基づき、道路改良や側溝改良等の整備を計画的に実施し、道路環境の改善を進める。

土木室事務事業名 №304　市道改良整備経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 08款　土木費 02項　道路橋りょう費 03目　道路橋りょう新設改良費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

100,000

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 市道（生活道路）などの整備

関 連 計 画
－

－

事 業 期 間 単年度繰返

116,176 97,000 19,176

目 的

対 象

事 業 内 容

安全・安心で快適な道路環境の提供を目指す。

市民・道路利用者

市民からの整備要望等に基づき、道路改良や側溝改良等の整備を計画的に実施し、道路環境の改
善を進める。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－73－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

市道改良工事（緊急対応工事除く） 件 10



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

警察や県、市等で行う合同点検や市民からの要望に基づき、交通安全施設（道路反射鏡、防護柵、区画線など）を計画的
に整備し、安心・安全な道路環境を確保する。

土木室事務事業名 №305　交通安全施設整備経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 08款　土木費 02項　道路橋りょう費 03目　道路橋りょう新設改良費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

10,300

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 市道（生活道路）などの整備

関 連 計 画
－

－

事 業 期 間 単年度繰返

15,000 7,490 7,510

目 的

対 象

事 業 内 容

安全・安心で快適な道路環境の提供を目指す。

市民・道路利用者

警察や県、市等で行う合同点検や市民からの要望に基づき、交通安全施設（道路反射鏡、防護
柵、区画線など）を計画的に整備し、安心・安全な道路環境を確保する。
また、損傷の著しい豊里台町地内の区画線の整備を令和4年度に引き続き実施する。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－74－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

小浜・親田地区の排水施設を計画的に整備し、道路冠水や家屋の浸水等の被害を防止する。

土木室事務事業名 №306　小浜地区地域排水整備経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 08款　土木費 02項　道路橋りょう費 03目　道路橋りょう新設改良費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 市道（生活道路）などの整備

関 連 計 画
－

－

事 業 期 間 単年度繰返

10,000 9,000 1,000

平成 15

目 的

対 象

事 業 内 容

安全・安心で快適な道路環境の提供を目指す。

市民・道路利用者

県が整備した小浜・親田地区の幹線の排水施設に市が排水施設（支線）を整備し、接続する。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－75－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

排水整備工事 件 1



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

市が管理する道路照明灯及び大型標識について、「道路附属物維持修繕計画」に基づき、計画的な修繕と更新を実施し、
施設の倒壊や部材の落下等の事故を未然に防止することにより、市民等道路利用者の安全・安心を確保する。

土木室事務事業名 №309　道路附属物修繕経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 08款　土木費 02項　道路橋りょう費 03目　道路橋りょう新設改良費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

19,300

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 市道（生活道路）などの整備

関 連 計 画
－

○ 道路附属物維持修繕計画

事 業 期 間 単年度繰返

60,000 58,200 1,800

令和 元

目 的

対 象

事 業 内 容

安全・安心で快適な道路環境の提供を目指す。

市民・道路利用者

「道路附属物維持修繕計画」に基づき、銚子銀座通りココロード等の道路照明灯や市内の大型標
識の修繕・更新を実施し、道路利用者の安全性を確保する。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－76－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

道路附属物修繕工事 件 3



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

斎場は、築30年以上経過する中、代替施設が無いため、計画的に点検・整備を行い、施設の長寿命化を図る。

生活環境課事務事業名 №316　斎場長寿命化事業経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 04款　衛生費 01項　保健衛生費 04目　斎場費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 公衆衛生対策の推進

関 連 計 画
－

－

事 業 期 間 期間限定複数年度

40,612 36,500 4,112

令和 5 令和 9

目 的

対 象

事 業 内 容

銚子市公共施設等総合管理計画【個別施設計画編第2期】に基づき、銚子市斎場の建物及び設備
の適正な維持管理及び長寿命化を図る。

銚子市斎場

銚子市斎場の建物及び設備について、計画的に点検を行い、長寿命化を踏まえた改修工事を行
う。

斎場設備修繕工事 件 3

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－77－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

斎場屋根及び外壁改修工事 件 1



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

東総地区広域市町村圏事務組合において東総地区クリーンセンター及び広域最終処分場の管理運営を行い、スケールメ
リットを活かした効率的なごみ処理による処理費用の軽減及び環境保全対策を図る。

生活環境課事務事業名 №329　広域ごみ処理施設運営経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 04款　衛生費 02項　清掃費 01目　清掃総務費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

318,452

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ ごみ処理施設、最終処分場の広域化

関 連 計 画
－

〇 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

事 業 期 間 単年度繰返

312,185 312,185

目 的

対 象

事 業 内 容

ごみ処理施設、最終処分場の広域化によって効率的なごみ処理を促進し、ごみ処理費用を軽減す
るとともに環境保全を図る。

市民

東総地区広域市町村圏事務組合（構成市：銚子市・旭市・匝瑳市）で建設した東総地区クリーン
センター及び広域最終処分場の管理運営費用を負担する。

【令和5年度各市負担率】銚子市　38.971827％、旭市　41.894389％、匝瑳市　19.133785％
　※毎年度、各市から排出される前年のごみ量をベースに各市の負担率が定められる。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－78－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

生活環境課事務事業名 №330　ごみ収集経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 04款　衛生費 02項　清掃費 02目　ごみ収集費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

209,763

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ ごみの減量化・資源ごみ分別の徹底

関 連 計 画
－

○ 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

事 業 期 間 単年度繰返

238,014 153,344 84,670

目 的

対 象

事 業 内 容

市内で発生する一般廃棄物の適正な処理及び地域の清潔を保持することにより、生活環境の保全
及び公衆衛生の向上を図り、もって健康で快適な市民生活を確保する。

市民

市内ごみステーションに排出された家庭ごみやごみゼロなどの地域清掃で排出されたごみを収集
し、ごみ処理施設に運搬する。

資源ごみ収集量 ｔ 2,054

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

地域一斉清掃参加案内配布部数 部 17,000

円 14,109
ステーションごみの収集量1トン当たり収集費用

資源ごみ収集比率
％ 15

ステーション収集したごみ量のうち資源ごみ量の占める割合

－79－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

ステーションごみ収集量 ｔ 13,580

トン当たりステーションごみ収集費用



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

近隣環境に配慮しつつ、計画的かつ効率的な工事を進めている。

生活環境課事務事業名 №332　旧銚子市清掃センター解体経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 04款　衛生費 02項　清掃費 03目　ごみ処理施設費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

407,154

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ ごみ処理施設、最終処分場の広域化

関 連 計 画
－

－

事 業 期 間 期間限定複数年度

577,731 159,498 400,100 18,133

令和 3 令和 5

目 的

対 象

事 業 内 容

広域ごみ処理施設（東総地区クリーンセンター）の稼働開始に伴い、稼働停止した旧銚子市清掃
センターを解体する。

旧銚子市清掃センター

令和3年度から令和5年度の継続事業として、旧銚子市清掃センターの解体を国の循環型社会形成
推進交付金を活用して実施する。
令和5年度に建屋及び外構施設の解体、整地等を行い事業完了予定。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－80－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

全国的に団員確保が困難であることから、団員を条例定数である555名に充足させ、地域防災力の向上を図ることを目指
す。災害対応業務であることから、指標の設定は困難であり、事業成果指標の目標値の記載は行っていない。

消防総務課事務事業名 №339　消防団員経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 09款　消防費 01項　消防費 02目　非常備消防費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

39,484

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 消防団員の確保及び組織の強化

関 連 計 画
○

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

57,438 855 56,583

目 的

対 象

事 業 内 容

消防団員の確保を含め、消防団活動の円滑化を図る。

消防団員

消防団員の消防活動に必要な経費を支弁する。令和5年度は、消防団員確保のため団員報酬の引
き上げのほか出動手当の引き上げなど大幅な処遇の改善を図っている。

火災・風水害出動回数/出動団員延人数（年中） 回/人 ―

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

訓練・警戒延回数/出動団員延人数（年中） 回/人 ―

－81－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

消防団員数（4月1日現在） 人 555



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

消防体制を確保するため、計画的に消防庫の新築事業を実施する。

消防総務課事務事業名 №343　消防庫新築経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 09款　消防費 01項　消防費 03目　消防施設費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1,645

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 消防力の充実・強化

関 連 計 画
―

○ 銚子市消防団施設の新築に関する年次計画

事 業 期 間 単年度繰返

33,175 2,287 30,800 88

平成 22

目 的

対 象

事 業 内 容

老朽した消防庫を新築し、消防体制の万全を図る。

消防団員

老朽した消防庫について、「銚子市消防団施設の新築に関する年次計画」に基づき新築し、消防
体制の万全を図る。令和5年度は、第2分団第7部の消防庫の新築を予定しているが、整備にあ
たっては、女性消防団員の活動を支援するための設備を整えるなど地域防災力の強化を図るため
の施設とすることで緊急防災・減災事業債の活用を図り、費用負担の軽減と設備の充実を両立さ
せた事業としている。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－82－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

消防庫新築 棟 1



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

消防体制を確保するため、計画的に車両の更新整備を実施する。

消防総務課事務事業名 №345　消防署車両整備経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 09款　消防費 01項　消防費 03目　消防施設費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 消防力の充実・強化

関 連 計 画
―

○ 消防車両更新計画

事 業 期 間 単年度繰返

7,479 6,400 1,079

目 的

対 象

事 業 内 容

老朽化した消防車両を更新整備し、消防体制の万全を図る。

市民

更新計画に基づき、老朽化した消防車両の更新整備を行う。令和5年度は、老朽化した広報車の
更新整備を予定している。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－83－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

広報車購入 台 1



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

老朽化している施設の大規模改造工事（春日小学校普通教室棟外壁、防水、内装等）を実施し、良好な教育環境の整備を
図る。

教育総務室事務事業名 №354　小学校施設大規模改修経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 10款　教育費 02項　小学校費 01目　小学校管理費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

155,023

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 教育環境の整備

関 連 計 画
―

―

事 業 期 間 単年度繰返

216,149 109,154 103,700 3,295

目 的

対 象

事 業 内 容

小学校施設の多くは建築から40年以上経過し、老朽化が進んでいる。定期的な維持管理を行い、
劣化を予防し本来の機能の維持を図る。

小学校施設及びそこに通う児童、教職員

老朽化している施設の大規模改造工事やトイレの洋式化、防災機能強化対策工事などを実施す
る。令和5年度は、春日小学校の普通教室棟の大規模改修工事を実施する。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－84－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

工事実施件数 校 1



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

銚子中学校校舎新築及び屋内運動場大規模改造実施設計業務を実施する。

教育総務室事務事業名 №357　（新）銚子中学校整備経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 10款　教育費 03項　中学校費 01目　中学校管理費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

32,154

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 教育環境の整備

関 連 計 画
―

―

事 業 期 間 期間限定複数年度

68,781 63,500 5,281

令和 4 令和 8

目 的

対 象

事 業 内 容

令和9年4月に（新）銚子中学校を開校する。開校に向け施設の建設や改修などを実施し、安全で
良好な教育環境整備を図る。

（新）銚子中学校及びそこに通う生徒、教職員

校舎を新築するほか、統合準備委員会を設置し学用品や教育課程等を決定する。
令和5年度は銚子中学校整備事業実施設計業務を実施する。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－85－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

小学校に複式学級補助教員を配置し、授業などにおける学習活動の支援を行い、児童の健全な教養の育成を図る。

学校教育室事務事業名 №372　複式学級補助教員配置経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 10款　教育費 02項　小学校費 01目　小学校管理費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

2,476

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 教育環境の整備

関 連 計 画
―

―

事 業 期 間 単年度のみ

2,752 11 2,741

令和 5 令和 5

目 的

対 象

事 業 内 容

複式学級を解消することで、指導時間の効率化や、きめ細かな指導を行う。

2つの学年が1学級を編成する複式学級

複式学級では1人の教員が指導を行うことになるが、補助教員を配置することにより複式学級を
解消し、きめ細かな指導を行う。令和5年度は、船木小学校へ補助の配置を予定している。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－86－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

学校給食の質を維持するとともに子育て世帯の負担軽減を図るため、食材費の高騰分及び児童・生徒の保護者が支払う学
校給食費の一部（令和5年度は3割相当分）を市が負担する。

学校給食センター事務事業名 №389　学校給食センター管理経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 10款　教育費 08項　保健体育費 04目　学校給食施設費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

224,031

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 教育環境の整備

関 連 計 画
―

― ―

事 業 期 間 単年度繰返

260,403 173,767 86,636

令和 5

目 的

対 象

事 業 内 容

小学校・中学校の生徒等及び教諭等への給食の提供

小学校・中学校の生徒等及び教諭等

学校給食の提供、賄材料の調達や献立の作成する。令和5年度は、子ども未来基金を活用し、保
護者負担の3割相当額の軽減を図る。

市が負担する賄材料費（予算額－学校給食費負担金収入） 千円 40,271

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－87－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

給食提供数（日） 食 3,168



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

学校給食センター事務事業名 №390　学校給食費無償化経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 10款　教育費 08項　保健体育費 04目　学校給食施設費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 子育て世帯の経済的支援の充実

関 連 計 画
－

－

事 業 期 間 単年度繰返

17,356 8,530 8,531 295

令和 5

目 的

対 象

事 業 内 容

小学校・中学校に在籍する第3子以降の児童・生徒の学校給食費を補助することにより、子供が
多い世帯の経済的負担を軽減する。

小学校・中学校に在籍する第3子以降の児童・生徒を扶養している保護者

小学校・中学校に在籍する第3子以降の児童・生徒の学校給食費の全額を補助し、無償化する。
千葉県の補助と子ども未来基金の活用を予定している。

第3子以降中学校生徒数 人 6

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

千円 16,698

学校給食費補助金（中学校生徒第3子以降分）
千円 363

－88－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

第3子以降小学校児童数 人 330

学校給食費補助金（小学校児童第3子以降分）



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

施設整備に向けて候補地の選定、施設規模、機能、スケジュール等を具体化して基本構想を策定する。

生涯学習室事務事業名 №396　複合文化施設整備経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 10款　教育費 07項　社会教育費 01目　社会教育総務費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 人口規模に見合った市民活動拠点の規模適正化

関 連 計 画

事 業 期 間 期間限定複数年度

16,291 16,291

令和 5 令和 11

目 的

対 象

事 業 内 容

市民の求める施設・機能を備えた複合文化施設の整備

市民

複合文化施設整備に係る基本構想の策定、基本計画・基本設計を経て、令和11年度供用開始を目
指す。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－89－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

複合文化施設基本構想策定 式 1



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

ジオパークの地質専門員をはじめとする専門家による「確かな」知識を質の高い教育プログラムとして提供するほか、銚
子資産（本市の歴史文化や自然）を活用した「銚子ブランド」の価値の向上を図るとともに市民にとってふるさとへの愛
着を高める。

文化財・ジオパーク室事務事業名 №416　銚子資産を活かした「学び」創出経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 10款　教育費 07項　社会教育費 01目　社会教育総務費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

33,532

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 銚子資産の活用促進

関 連 計 画
〇

〇 銚子市文化財保存活用地域計画

事 業 期 間 期間限定複数年度

35,892 12,500 7,500 15,892

令和 4 令和 6

目 的

対 象

事 業 内 容

「銚子市文化財保存活用地域計画」に基づき、文化財の保護を計画的に推進し、持続可能な文化
財保護の仕組みを構築する。日本遺産やジオパーク活動を活用した「教育旅行」を推進し、地域
の活性化を図る。

市内・市外の住民、銚子資産（歴史文化・自然・地質・地形遺産など）、文化財所有者、教育関
係者、観光関連事業者

〇日本遺産やジオパーク活動の「学び」の拠点として位置付ける「展示室」をジオパーク・芸術
センター内に整備する（令和5年度実施予定）。
〇拠点から市内の歴史文化や地質資産を活用して市内を周遊できるルートや仕掛けを作り、「教
育旅行」を推進する。
〇「教育旅行」をワンストップで受け入れる体制を整備し、官民協働で連携が取れる仕組みを構
築する。

連携が図れた地域で活躍している事業者数 人 8

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

達成したプログラムによる誘客数 人 150

人 1,600
各種事業への参加者数及び見学者数

造成したプログラムを使用した市内宿泊者数
人 30

アンケート調査により宿泊者数と確認

－90－

連携が図れた地域で活躍している事業者が造成したプログラム数
事業 8

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

主催事業（資料の企画展やワークショップ等）の実施 回 25

拠点施設への来館者数



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

銚子資産を活かした「学び」創出経費における「教育旅行」においても、旧公正會舘は重要な施設であり、市内・市外住
民の利用のうえで、同館の保存活用地域計画は充実したものにする必要がある。

文化財・ジオパーク室事務事業名 №417　旧公正會舘保存整備経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 10款　教育費 07項　社会教育費 01目　社会教育総務費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 銚子資産の活用促進

関 連 計 画
―

〇 銚子市文化財保存活用地域計画、銚子市公共施設等総合管理計画

事 業 期 間 期間限定複数年度

2,024 1,002 1,022

令和 5 令和 7

目 的

対 象

事 業 内 容

国登録文化財「旧公正會舘」を適正に保存・活用していくために保存活用計画を作成し、地域住
民や関係機関とともに次世代へ継承していくために必要な措置を計画的に実施する。

市内・市外の住民、国登録文化財「旧公正會舘」、教育関係者、観光関連事業者

旧公正會舘の保存活用の現状と課題を整理し、旧公正會舘の将来像をまとめるとともに、計画的
な保存管理を進めるための保存活用計画を作成し、国（文化庁）へ提出する。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

文化庁の認定

－91－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

会議開催数 回 3

保存活用地域計画作成



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

ジオパーク・芸術センターは、本市の日本遺産やジオパーク活動の拠点として位置付ける施設である。それに加え、災害
発生時の避難所としても利用するため、市内・市外の住民にとって利用しやすい施設にする必要がある。

文化財・ジオパーク室事務事業名 №419　ジオパーク・芸術センター改修経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 10款　教育費 07項　社会教育費 05目　ジオパーク芸術センター費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 公共施設のあり方の見直し

関 連 計 画
―

〇 銚子市公共施設等総合管理計画

事 業 期 間 単年度のみ

18,141 18,100 41

令和 5 令和 5

目 的

対 象

事 業 内 容

ジオパーク・芸術センターの良好な環境を整備し、避難所としての安全性も高める。

市内・市外の住民、ジオパーク・芸術センター、教育関係者、観光関連事業者

ジオパーク・芸術センターの利用の促進及び災害時の避難所としての機能の強化を図るため、ト
イレの洋式化改修工事を行う。

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－92－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値

ジオパーク・芸術センタートイレ洋式化改修 一式 年度内完了



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

市議会本会議及び各委員会において議員に配付する資料のペーパーレス化を100％実施する。
情報伝達が迅速化することで議員活動が活発化し、議論を深めることにつなげる。

議会事務局事務事業名 №429　市議会ＤＸ推進関係経費 所管

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

一般会計 01款　議会費 01項　議会費 01目　議会費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 【情報化】

関 連 計 画
―

―

事 業 期 間 単年度繰返

2,348 2,348

令和 5

目 的

対 象

事 業 内 容

効率的で迅速な議会運営、議会の活性化、危機管理体制の強化を図る。

市議会議員

〇市議会議員全員へのタブレット端末の配付
〇議会棟インターネット環境整備
〇会議のペーパーレス化やグループウェアによる情報共有
〇オンライン会議の活用など市議会運営のデジタル化の推進

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

－93－

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位 令和５年度目標値



⑵　企業会計

水 道 事 業

１　予算規模 （単位　千円）

２　主要な建設改良事業等 （単位　千円）

新宿取水場ポンプ室棟外壁等改修工事

遠方監視設備更新工事

　((継続費) 遠方監視制御設備更新事業)

配水管布設替工事

本城町5丁目外2町 ((継続費) 基幹管路更新事業)

                     φ800㎜泥水推進

　　　　　　　　 　　φ600㎜配水管

                     φ500㎜配水管

                     φ450㎜配水管

                     φ300㎜配水管

                     φ200㎜配水管

                     φ100㎜配水管

                     φ 75㎜配水管

本城町4丁目外1町((継続費) 基幹管路更新事業)

                     φ500㎜配水管

                     φ100㎜配水管

                     φ 75㎜配水管

宮原町               φ100㎜配水管

忍町　               φ 75mm配水管

親田町        　　　 φ100mm配水管

　　　　　　　　　 　φ 75mm配水管

柴崎町1丁目外2町　 　φ 75mm配水管

三軒町外2町    　　　φ 75mm配水管

　　　　　　　　　 　φ 50mm配水管

川口町       　 　 　φ150mm配水管

            　　　　 φ 75mm配水管

前宿町外1町        　φ 75mm配水管

　　　　　　　 　　　φ 50mm配水管

小畑町　　　　　　　 φ 75㎜配水管

基幹管路更新工事実施設計業務（第２工区）

107,360

配水施設整備 968,124

浄水施設整備

項　　　　　目 令和５年度 令和４年度

収益的支出＋資本的支出 3,682,000 3,353,000

- 94 -



病 院 事 業

１　予算規模 （単位　千円）

２　業務の予定量

３　主要な建設改良事業等

医療器械備品等購入

医療機器購入(13件)

器具備品(1件)

建物附属設備工事

冷却塔整備工事

非常用自家発電設備整備工事

４　その他

銚子市立病院医療従事者人件費補てん交付金

病 床 数 （ 床 ）

入 院

外 来

入 院

外 来

年 間 患 者 数 （ 人 ）

１日平均患者数（人）

111 111

37,332 37,230

72,500 68,750

102

380,000 千円

102

290 275

76,424 千円

25,603 千円

項 目

項　　　　　目 令和５年度 令和４年度

収益的支出＋資本的支出 903,000 1,238,000

令和５年度 令和４年度

- 95 -



下 水 道 事 業

１　予算規模 （単位　千円）

２　主要な建設改良事業等 （単位　千円）

人孔鉄蓋改築工事

ストックマネジメント全体計画及び実施計画

（処理場・大谷津ポンプ場・管路）

マンホールポンプ機能増設等工事

芦崎終末処理場　実施設計

処理場整備事業 23,400

下水道管路整備事業 82,704

ポンプ場整備事業 40,000

項　　　　　目 令和５年度 令和４年度

収益的支出＋資本的支出 2,716,000 2,763,000

- 96 -



⑶　特別会計

国民健康保険事業特別会計

総務課 （単位　千円）

№ 款 項 目 事業（経費）名 予算額 特定財源
前年度
予算額

主な事業

≪人事室≫

1 職員人件費 85,696 85,696 91,219

2 再任用職員人件費 8,154 8,154

3 会計年度任用職員経費 15,948 15,948 15,487

市民課

№ 款 項 目 事業（経費）名 予算額 特定財源
前年度
予算額

主な事業

≪保険年金室≫

4 01 01 01 一般管理費 18,851 18,851 18,753

5 01 01 02 連合会負担金 2,223 2,223 2,262

6 01 02 01 賦課徴収費 7,763 7,763 8,615

7 01 03 01 運営協議会費 195 195 130

8 02 01 01 一般被保険者療養給付費 4,410,302 4,410,302 4,172,620

9 02 01 03 一般被保険者療養費 49,303 49,303 50,224

10 02 01 05 審査支払手数料 10,059 10,059 10,065

11 02 02 01 一般被保険者高額療養費 692,135 692,135 631,653

12 02 02 03 一般被保険者高額介護合算療養費 500 500 500

13 02 04 01 出産育児一時金 14,006 9,334 13,027

14 02 05 01 葬祭費 6,600 8,000

15 03 01 01 一般被保険者医療給付費分 1,391,756 1,338,599

16 03 01 02 退職被保険者等医療給付費分 68

17 03 02 01 一般被保険者後期高齢者支援金等分 545,396 489,849

18 03 03 01 介護納付金分 210,447 222,123

19 06 01 01 特定健康診査等事業費 76,373 47,113 69,385

20 06 02 01 保健衛生普及費 18,464 2,606 18,456

21 07 01 01 国民健康保険事業財政調整基金積立金 629 5 40,502

22 08 01 01 一般被保険者保険料還付金 6,000 6,263

23 08 01 06 一般被保険者保険料還付加算金 200 200

24 09 01 01 予備費 10,000 10,000

P.102

P.101

P.103

－97－



介護保険事業特別会計

総務課 （単位　千円）

№ 款 項 目 事業（経費）名 予算額 特定財源
前年度
予算額

主な事業

≪人事室≫

1 職員人件費 144,899 136,040 137,735

2 会計年度任用職員経費 17,206 16,676 16,701

高齢者福祉課

№ 款 項 目 事業（経費）名 予算額 特定財源
前年度
予算額

主な事業

3 01 01 01 一般管理費 6,368 6,368 5,588

4 01 02 01 賦課徴収費 5,123 5,123 4,744

5 01 03 01 介護認定審査会費 10,806 10,806 10,694

6 01 03 02 認定調査等費 35,376 35,376 34,019

7 01 04 01 趣旨普及費 482 482 484

8 02 01 01 居宅介護サービス給付費 2,022,104 1,568,469 2,022,534

9 02 01 03 地域密着型介護サービス給付費 1,054,074 817,604 989,495

10 02 01 05 施設介護サービス給付費 2,265,281 1,757,091 2,336,635

11 02 01 07 居宅介護福祉用具購入費 9,434 7,317 8,945

12 02 01 08 居宅介護住宅改修費 13,404 10,398 14,326

13 02 01 09 居宅介護サービス計画給付費 327,176 253,778 301,675

14 02 02 01 介護予防サービス給付費 41,307 32,039 39,585

15 02 02 03 地域密着型介護予防サービス給付費 9,136 7,087 8,012

16 02 02 05 介護予防福祉用具購入費 1,411 1,094 1,660

17 02 02 06 介護予防住宅改修費 5,625 4,363 6,617

18 02 02 07 介護予防サービス計画給付費 13,759 10,673 12,545

19 02 03 01 審査支払手数料 4,686 3,635 4,493

20 02 04 01 高額介護サービス費 140,366 108,877 142,638

21 02 04 02 高額介護予防サービス費 87 67 80

22 02 05 01 高額医療合算介護サービス費 14,169 10,991 14,543

23 02 05 02 高額医療合算介護予防サービス費 55 43 54

24 02 06 01 特定入所者介護サービス費 180,000 139,618 184,547

25 02 06 03 特定入所者支援サービス費 60

P.104

－98－



№ 款 項 目 事業（経費）名 予算額 特定財源
前年度
予算額

主な事業

26 04 01 01 訪問型サービス事業費 31,689 24,409 32,902

27 04 01 01 通所型サービス事業費 91,584 70,522 79,860

28 04 01 01 高額介護予防サービス費相当事業費 70 54 70

29 04 01 01 高額医療介護合算介護予防サービス費相当事業費 90 68 90

30 04 01 02 介護予防ケアマネージメント事業費 15,718 12,103 14,386

31 04 02 01 介護予防普及啓発事業費 27 20 27

32 04 02 01 地域介護予防活動支援事業費 2,532 1,949 2,052

33 04 02 01 地域リハビリテーション事業費 588 452 693

34 04 03 01 地域支援事業一般管理費 82,017 63,153 79,983

35 04 03 03 高齢者虐待防止ネットワーク事業費 116 89 116

36 04 03 04 包括的・継続的ケアマネジメント支援経費 5 4

37 04 03 05 在宅医療・介護連携推進事業費 25 20 25

38 04 03 06 生活支援体制整備事業費 314 241 641

39 04 03 07 認知症初期集中支援事業費 2,289 1,763 2,408

40 04 03 07 認知症地域支援・ケア向上事業費 116 89 87

41 04 03 08 地域ケア会議経費 7 5 7

42 04 04 02 家族介護支援事業費 5,049 3,888 4,964

43 04 04 03 成年後見制度利用支援事業費 1,823 1,404 1,823

44 04 04 03 福祉用具・住宅改修支援事業費 66 51 66

45 04 04 03 介護給付適正化事業費 249 192 243

46 04 04 03 認知症サポーター等養成事業経費 42 32 42

47 04 05 01 審査支払手数料 471 363 417

48 06 01 01 介護保険事業財政調整基金積立金 55 55 22,214

49 07 01 01 第１号被保険者保険料還付金 2,724 2,475

50 08 01 01 予備費 2,000 2,000

P.105

－99－



後期高齢者医療事業特別会計

総務課 （単位　千円）

№ 款 項 目 事業（経費）名 予算額 特定財源
前年度
予算額

主な事業

≪人事室≫

1 01 01 01 職員人件費 15,863 15,863 16,328

2 01 01 01 会計年度任用職員経費 2,312 2,312 2,243

市民課

№ 款 項 目 事業（経費）名 予算額 特定財源
前年度
予算額

主な事業

≪保険年金室≫

3 01 01 01 一般管理費 2,505 2,505 2,462

4 01 02 01 徴収費 953 953 827

5 02 01 01 後期高齢者医療広域連合納付金 940,541 939,541 925,821 P.106

6 03 01 01 保険料還付金 2,726 2,726 2,919

7 03 01 02 還付加算金 100 100 100

8 04 01 01 予備費 1,000 1,000 300

－100－



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

療養給付費(現物給付）

（令和4年度予算額 千円）

療養費（現金給付）

（令和4年度予算額 千円）

審査支払手数料

（令和4年度予算額 千円）

（令和4年度予算額 千円）

（令和4年度予算額 千円）

（令和4年度予算額 千円）

－ 101 －

千円 692,635

13,027

葬祭費（1人あたり　50,000円）

8,000

千円 14,006

千円 6,600

事
業
の
目
標

出産育児一時金（令和4年度420千円/人・令和5年度500千円/人）

千円

千円 4,410,302

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

被保険者数は減少しているが、高齢化や医療技術の高度化、高額医薬品の保険適用などにより、一人あたりの医療費は年々増
加傾向である。
令和2年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響による受診抑制やインフルエンザ感染症罹患者の減少などで1人あた
り医療費が一時的に減少したものの、令和3年度以降は増加に転じている。
今後、給付費が増加することも考えられるが、特定健康診査や特定保健指導などの各種保健事業を通じて、市民の健康意識を
高め、早期発見・早期治療により、医療費増加の抑制につなげていく。

10,059

千円 49,303

4,172,620

50,224

10,065

高額療養費等（現物・現金給付）

632,153

事 業 内 容

国民健康保険被保険者の疾病及び負傷に関し、療養の給付を行うほか、療養の給付等を行うことが困
難であると認めるとき又は保険医療機関等以外の病院、診療所等において診療を受けるなどした場合
において、療養費を給付するとともに、療養の給付が高額となる場合において、高額療養費の給付に
より被保険者負担の軽減を図る。

活動指標項目 単位 令和５年度予算額

目 的
国民健康保険被保険者に対し、療養費等を給付することにより、医療機関受診に係る負担を軽減し、
被保険者の健康保持及び改善を図る。

対 象 国民健康保険被保険者等

11,272 4,886,089

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 国民健康保険制度の健全な運営

関 連 計 画
―

―

事 業 期 間 単年度繰返

5,182,905 5,154,299 17,334

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事務事業名 国民健康保険事業特別会計 所管 保険年金室

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

特別会計 02款　保険給付費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

各区分（医療給付費分+後期高齢者支援金等分、介護納付金分）の納付金に必要な保険料額を確保できるよう、努めていく。

－ 102 －

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位

千円 545,396

介護納付金分 千円 210,447

後期高齢者支援金等分

令和５年度予算額

医療給付費分 千円 1,391,756

目 的
国民健康保険法第75条の7の規定により、国民健康保険制度の安定化を図るため、県が市町村に交付
する国民健康保険保険給付費等交付金などの財源として納付する。

対 象 千葉県

事 業 内 容
国民健康保険事業の広域化（県単位）に伴い、県が負担することとなる保険給付費等交付金やその他
事業に要する経費の財源として、国民健康保険事業費納付金を県に納付する。

事 業 期 間 単年度繰返 平成 30

2,050,639

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 国民健康保険制度の健全な運営

関 連 計 画
―

―

2,147,599

前年度
予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事務事業名 国民健康保険事業特別会計 所管 保険年金室

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

特別会計 03款　国民健康保険事業費納付金

予算額

2,147,599

財　源　内　訳

【納付金に対する必要保険料相当額の充足状況】 （単位　千円）

保険料相当額

納付金 保険料相当額① 保険料 一般会計繰入金 比較（②-①）

医療給付費分 1,391,756 1,212,211 1,307,393 1,106,553 200,840 95,182

後期高齢者支援金等分 545,396 490,843 382,961 331,947 51,014 -107,882

介護納付金分 210,447 185,105 198,048 171,325 26,723 12,943

合　　計 2,147,599 1,888,159 1,888,402 1,609,825 278,577 243

区　分
県が示す必要額 保険料相当額②

(市R５予算額)

内訳



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

令和5年度は新型コロナウイルス感染症の予防対策及び令和4年度の受診状況を踏まえ、前年度に引き続き、集団健診の日数を
10日間（6月の前期分を6日間、9月の後期分を4日間）とし、個別健診中心の計画とした。個別健診は各医療機関の協力が不可
欠であるため、医療機関と連携をとりながら、特定保健指導を含めた受診率向上を目指す。
ジェネリック医薬品の使用率については、現在、医薬品の不足が問題となっており厳しい状況であるが、目標達成に向けて個
人への啓発に加え薬局への情報提供を行う。
また、保健事業として被保険者に対し、人間ドック等検査費用の助成及びはり・きゅう・マッサージ施術への助成事業を実施
し、健康の保持・増進を図る。

－ 103 －

特定保健指導実施率（受診者数/対象者数）
％ 42.0%

対象者数(見込数)　990人　　受診者数(目標)　415人

ジェネリック医薬品使用率
％ 80.0%

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

特定健診受診率（受診者数/対象者数）
％ 47.0%

対象者数(R4.10.31現在) 12,400人　　受診者数(目標)　5,830人

千円 18,464保健事業費

事 業 内 容

40歳以上の国民健康保険被保険者に特定健康診査受診案内の送付及び未受診者に対する受診勧奨通知
の送付。
健診結果を基に特定保健指導対象者に案内を送付し、保健師による指導を実施。ジェネリック医薬品
の使用促進のため、被保険者証郵送時にジェネリック医薬品のシール等を同封するほか、薬局に対し
てジェネリック医薬品への切り替え率を情報提供するなど啓発に努める。

令和５年度予算額

特定健康診査等事業費 千円 76,373

目 的

メタボリックシンドロームに着目し、その要因となっている生活習慣病に関する健康診査（特定健康
診査）を行い、糖尿病等の生活習慣病予備軍の早期発見、予防に努めることにより、国民健康保険被
保険者の健康の保持増進を図るとともに、特定健康診査の結果、生活習慣病重症化リスクの高い方に
対し、特定保健指導を実施することで重症化予防を図る。

対 象
特定健康診査：40歳以上の国民健康保険被保険者
保健事業：国民健康保険被保険者

45,118 87,841

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 主体的な健康づくりの推進

関 連 計 画
―

○ 保健事業実施計画、特定健康診査等実施計画

事 業 期 間 単年度繰返 平成 20

94,837 24,319 25,400

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事務事業名 国民健康保険事業特別会計 所管 保険年金室

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

特別会計 06款　保健事業費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

介護給付を必要とする方を適切に認定し、真に必要とする過不足のないサービスを、事業者が提供できるよう介護サービスの
充実・質の向上を図る。

－ 104 －

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

人 3,108

　給付件数 件 97,557

　介護サービス利用者数

令和５年度目標値

　要介護・要支援者認定者数 人 4,163

目 的
個人の心身の状態に合わせたケアプランに基づき提供する介護保険サービスを活用し、高齢者の
暮らしを支える。

対 象 要介護・要支援認定者

事 業 内 容 介護サービス、各種費用負担軽減サービスの給付に係る公費負担

事 業 期 間 単年度繰返 選択 選択

6,088,444

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 介護保険制度の運営の充実

関 連 計 画
－

〇 高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画

6,102,074 1,433,847 888,979 2,410,318

前年度
予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事務事業名 介護保険事業特別会計 所管 高齢者福祉課

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

特別会計 02款　保険給付費

予算額

1,368,930

財　源　内　訳



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

( )

事務事業名 介護保険事業特別会計 所管 高齢者福祉課

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

特別会計 04款　地域支援事業費

予算額
財　源　内　訳 前年度

予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

234,887 71,147 35,574 74,150 54,016 220,902

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 地域包括ケアシステムの構築・推進

関 連 計 画
－

〇 銚子市高齢者福祉計画・第8期介護保険事業計画

事 業 期 間 単年度繰返 平成 18 選択

目 的
高齢者が要介護状態になることを予防し、要介護状態になった場合も住み慣れた地域での暮らしや在
宅での生活を続けられるよう、地域包括支援センターの機能強化、介護予防や生活支援体制の充実を
図る。

対 象 65歳以上の高齢者

事 業 内 容

介護予防事業として、ふれあい交流サロンや銚子プラチナ体操の実施団体への支援、介護保険法第
115条の45第2項に規定する①総合相談支援業務　②権利擁護業務　③包括的・継続的ケアマネジメン
ト支援業務を、市内3か所に設置した地域包括支援センターに業務委託、任意事業として、要介護認
定3以上の在宅の高齢者に対して紙おむつの給付や認知症サポーター養成などを実施

令和５年度目標値

ふれあい交流サロン参加人数（延べ） 人 3,100

団体 80

個別地域ケア会議開催回数 回 37

銚子プラチナ体操実施団体数

認知症サポーター養成講座受講者数（延べ） 人 5,500

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

基幹型地域包括支援センターと市内3つの日常生活圏域に設置している委託型地域包括支援センターが連携し、高齢者の総合相
談窓口として円滑に業務を運営する。

－ 105 －

要支援・要介護認定率
％ 18.7

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位



（単位　千円）

：総合戦略

：その他（ ）

年度から 年度まで

（ )

（ )

( )

事業成果の目標　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

被保険者から徴収した後期高齢者医療保険料及び一般会計繰入金(保険基盤安定繰入金）を千葉県後期高齢者医療広域連合に納
付する。

－ 106 －

事
業
の
目
標

活動指標項目 単位

事業成果指標項目 単位 令和５年度目標値

千円 220,001保険料基盤安定制度負担金

令和５年度目標値

保険料負担金 千円 720,540

目 的

対 象 千葉県後期高齢者医療広域連合

事 業 内 容
千葉県後期高齢者医療広域連合が給付する保険給付費その他事業に要する経費の財源として、徴収し
た保険料等を広域連合に納付する。

高齢者の医療に関する法律第48条に基づき、後期高齢者医療の事務(保険料の徴収の事務及び被
保険者の便益の増進に寄与するものとして政令で定める事務を除く。)を処理するために設けら
れた後期高齢者医療広域連合に対し、本市の被保険者に係る保険料を徴収し納付する。

事 業 期 間 単年度繰返 平成 20

925,821

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ 後期高齢者医療制度の適正な運営

関 連 計 画
―

―

940,541 939,541

前年度
予算額国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

事務事業名 後期高齢者医療事業特別会計 所管 保険年金室

歳
出
予
算

会計区分 款 項 目

特別会計
02款　後期高齢者医療
　　　広域連合納付金

01項　後期高齢者医療
　　　広域連合納付金

01目　後期高齢者医療
　　　広域連合納付金

予算額

1,000

財　源　内　訳



３　附表

　⑴　負担金、補助及び交付金一覧表

一 般 会 計
（単位　千円）

款 項 金　額

1 1 1 議 会 費 負 担 金 全国市議会議長会負担金 421

関東市議会議長会負担金 37

千葉県市議会議長会負担金 80

全国自治体病院経営都市議会協議会負担金 18

千葉県自治体病院経営都市議会協議会負担金 20

全国市議会議長会特定第三種漁港協議会負担金 80

利根川下流域市町議会議長会負担金 25

会議等出席者負担金 285

補助及び交付金 政務活動費交付金 6,480

2 1 1 一 般 管 理 費 負 担 金 全国市長会負担金　　　 357

全国市長会関東支部負担金 40

千葉県市長会負担金 495

千葉県安全運転管理協会負担金 8

銚子地区安全運転管理者協議会負担金 33

ちば電子調達システム利用負担金 493

千葉県市町村総合事務組合負担金 95

市民総合賠償補償保険料負担金 329

会議等出席者負担金 328

2 人 事 管 理 費 負 担 金 千葉県市町村総合事務組合負担金 745,470

千葉県市町村職員互助会負担金 765

非常勤職員公務災害補償費負担金 297

会議等出席者負担金 191

4 広 報 広 聴 費 負 担 金 日本広報協会年会費 24

6 会 計 管 理 費 負 担 金 公金取扱保険料負担金 112

7 財 産 管 理 経 費 負 担 金 日本ボイラ協会千葉支部負担金 15

防火安全協会負担金   5

日本電信電話ユーザ協会銚子･香取･旭･匝瑳地区協会 5

負担金

8 企 画 費 負 担 金 千葉県ＪＲ線複線化等促進期成同盟負担金 5

成田空港活用協議会負担金 50

東総地区広域市町村圏事務組合負担金 23,538

国際交流協会負担金 200

地域活性化起業人受入負担金 5,600

全国洋上風力発電市町村連絡協議会負担金 30

補助及び交付金 結婚新生活支援補助金 9,000

12 交通安全対策費 補助及び交付金 銚子交通安全協会交通指導員活動費補助金 180

高齢者交通安全運転支援装置設置補助金 300

13 電 子 計 算 費 負 担 金 千葉県ＤＸ推進協議会負担金 9

地方公共団体情報システム機構負担金 90

補助及び交付金 地方公共団体情報システム機構中間サーバー利用交付金 3,101

14 諸 費 負 担 金 東総行政相談委員連絡協議会負担金 10

匝瑳人権擁護委員協議会負担金 181

銚子市公共交通協議会負担金 10,812

銚子市防犯組合連合会負担金 100

自主防犯組織ボランティア保険料負担金 56

目 区　　　　　　分
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2 1 14 諸 費 負 担 金 千葉県自衛隊協力会連合会負担金 15

平和首長会議メンバーシップ負担金 2

補助及び交付金 地方バス路線運行維持費補助金 43,174

鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金 15,000

銚子市防犯指導員連絡協議会事業費補助金 200

特殊詐欺対策電話機器等設置補助金 1,000

防犯カメラ等設置補助金 3,500

16 自 治 振 興 費 補助及び交付金 町内会連合協議会事業費補助金 160

町内青年館修繕等事業費補助金 500

コミュニティ助成事業費補助金 2,500

町内会活動費交付金 6,450

行政連絡業務交付金 6,450

2 1 税 務 総 務 費 負 担 金 旭県税事務所管内地方税連絡協議会負担金 10

資産評価システム研究センター負担金 90

軽自動車税申告事務委託費負担金 464

軽自動車検査情報システム負担金 189

2 賦 課 徴 収 費 負 担 金 地方税共同機構負担金 3,044

会議等出席者負担金 179

補助及び交付金 軽自動車税環境性能割徴収取扱費交付金 542

3 1 戸 籍 住 民 負 担 金 千葉地方法務局匝瑳支局管内戸籍住民基本台帳事務連絡 28

基 本 台 帳 費 協議会負担金

コンビニ交付運営負担金 682

4 1 選 挙 管 理 負 担 金 全国市区選挙管理委員会連合会分担金 29

委 員 会 費 全国市区選挙管理委員会連合会関東支部分担金 9

千葉県市区町村選挙管理委員会連合会負担金 4

8 市 議 会 議 員 負 担 金 選挙運動費用公費負担金 16,250

選 挙 費

5 1 統計調査総務費 負 担 金 千葉県統計協会負担金 6

6 1 監 査 委 員 費 負 担 金 関東都市監査委員会負担金 10

千葉県市監査委員協議会負担金 25

千葉県市監査委員協議会第３ブロック負担金 14

3 1 1 社会福祉総務費 負 担 金 千葉県更生保護助成協会負担金 158

銚子市社会福祉大会負担金 56

補助及び交付金 銚子市民生委員児童委員協議会運営費補助金 972

銚子市社会福祉協議会運営費補助金 15,952

2 心 身 障 害 者 負 担 金 心身障害者扶養年金保険料負担金 61

福 祉 費 補助及び交付金 障害者グループホーム運営費補助金 15,400

銚子市身体障害者福祉連合協議会運営事業費補助金 150

精神科診療所運営費補助金 7,260

短期入所特別支援事業補助金 590

強度行動障害者施設入所支援事業補助金 5,267

2 1 老人福祉総務費 負 担 金 結婚５０周年記念事業負担金 186

千葉県シルバー人材センター連合会賛助会員負担金 150

千葉県後期高齢者医療広域連合負担金 802,853

補助及び交付金 老人クラブ等運営事業費補助金 1,389

銚子市シルバー人材センター運営事業費補助金 4,100

介護施設整備等事業費補助金 86,852

介護職員初任者研修等費用補助金 1,200

3 1 児童福祉総務費 負 担 金 千葉県保育協議会負担金 109

千葉県保育協議会海匝支会負担金 21
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3 3 1 児童福祉総務費 負 担 金 千葉県母子・父子自立支援員・婦人相談員連絡協議会 5

負担金

2 児 童 措 置 費 負 担 金 私立保育園・私立認定こども園運営費負担金 643,794

子育てのための施設等利用給付費負担金 1,314

補助及び交付金 私立保育所児童処遇改善事業費補助金 846

保育士配置改善事業補助金 22,025

子ども・子育て支援事業費補助金 54,361

放課後児童クラブ運営費補助金 21,714

民間放課後児童クラブ利用支援助成金 360

保育士等処遇改善費補助金 21,840

3 保 育 所 費 負 担 金 全国市長会学校災害賠償責任保険料負担金 25

日本スポーツ振興センター災害共済負担金 122

防火安全協会負担金 5

所外指導分負担金 90

保育園賠償責任保険料（一時保育）負担金 16

一時保育園児団体傷害保険料負担金 12

公立保育所一時預かり利用給付費負担金 144

会議等出席者負担金 27

補助及び交付金 日本スポーツ振興センター災害共済給付金 50

5 1 災 害 救 助 費 負 担 金 千葉県市町村総合事務組合負担金 142

4 1 1 保健衛生総務費 負 担 金 病院事業会計負担金 813

海匝保健所管内保健衛生連絡協議会負担金 6

千葉県市町村保健活動連絡協議会負担金 9

保健福祉事業総合賠償保険料負担金 68

会議等出席者負担金 8

補助及び交付金 水道事業会計補助金 54,248

病院事業会計補助金（病院事業会計運営費） 242,085

妊婦一般健康診査費助成金 130

新生児聴覚スクリーニング検査費補助金 15

銚子市医師会補助金 1,300

銚子市歯科医師会補助金 150

銚子市食生活健康推進協議会補助金 666

公衆浴場衛生対策事業費補助金 40

銚子市医療公社運営費補助金 2,783

病院事業会計補助金（指定管理者交付金） 380,000

特定不妊治療費助成金 300

骨髄移植におけるドナー支援補助金 210

2 予 防 費 負 担 金 千葉県市町村総合事務組合負担金 170

全国市長会負担金　　　 14

補助及び交付金 ヒトパピローマウイルス感染症任意接種費用助成金 164

子どものインフルエンザ任意接種費用助成金 5,868

5 環 境 保 全 費 負 担 金 千葉県浄化槽推進協議会市町村等負担金 21

補助及び交付金 合併処理浄化槽転換費補助金 2,480

環境保全活動費補助金 45

住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金 3,000

2 1 清 掃 総 務 費 負 担 金 全国都市清掃会議負担金 92

千葉県環境衛生促進協議会負担金 34

東総地区広域市町村圏事務組合一般廃棄物処理施設建設 8,912

費負担金
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4 2 1 清 掃 総 務 費 負 担 金 東総地区広域市町村圏事務組合一般廃棄物処理施設管理 312,185

運営費負担金

補助及び交付金 一般廃棄物最終処分場設置地域事業費補助金 634

5 1 1 労 働 諸 費 補助及び交付金 銚子市勤労者福祉推進協議会事業費補助金 300

6 1 1 農 業 委 員 会 費 負 担 金 千葉県農業会議負担金 224

海匝地区農業委員会連合会負担金 31

2 農 業 総 務 費 補助及び交付金 東総用水土地改良区維持管理費補助金 12,538

3 農 業 振 興 費 負 担 金 千葉米改良協会負担金 16

東総地区植物防疫協会負担金 19

海匝地域農林業振興協議会負担金 112

千葉県園芸協会負担金 57

補助及び交付金 農業経営基盤強化資金利子補給金 192

農業近代化資金借入金利子補給金 2,564

園芸用廃プラスチック処理対策推進事業費補助金 12,000

「輝け！ちばの園芸」次世代産地整備支援事業費補助金 35,240

農業災害対策資金利子補給金 267

銚子地域農業再生協議会事業費補助金 600

飼料用米等拡大支援事業補助金 1,500

銚子Ｅ農業まつり事業費補助金 1,500

銚子市農業人材育成確保支援協議会事業費補助金 500

有害鳥獣防護柵設置事業補助金 1,300

有害鳥獣被害対策補助金 20

狩猟免許取得補助金 31

経営継承・発展支援事業補助金 1,000

4 畜 産 業 費 負 担 金 千葉県畜産協会負担金 39

海匝地域畜産振興協議会負担金 21

補助及び交付金 アカバネ病予防推進対策事業費補助金 49

5 農 地 費 負 担 金 千葉県土地改良事業団体連合会負担金 20

東総土地改良協会負担金 51

土地改良施設賠償責任保険料負担金 10

広域営農団地農道整備事業負担金 29,908

広域営農団地農道建設促進協議会負担金 237

補助及び交付金 農業基盤整備事業費補助金 1,750

多面的機能支払交付金 1,441

2 1 水 産 業 総 務 費 負 担 金 千葉県漁港漁場協会負担金 2,776

海上保安協会銚子支部負担金 100

特定第三種漁港市長協議会負担金 80

水産都市協議会負担金 6

漁業情報サービスセンター負担金 50

千葉県水難救済会負担金 60

会議等出席者負担金 190

2 水 産 業 振 興 費 負 担 金 銚子漁港清港会負担金 50

銚子・九十九里地域栽培漁業推進協議会負担金 200

補助及び交付金 栽培漁業振興総合対策事業補助金 29

銚子漁港第３卸売場整備事業費補助金 46,580

漁業近代化資金借入金利子補給金 1,866

銚子市漁業共済掛金補助金 4,524

銚子水産まつり事業費補助金 1,000

銚子市漁業振興等事業費補助金 161,300

銚子市漁業振興等事業費交付金 3,226
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6 2 3 漁 港 建 設 費 負 担 金 銚子漁港整備事業費負担金 194,871

外川漁港整備事業費負担金 22,800

7 1 2 商 工 業 振 興 費 負 担 金 みなとまつり実施経費負担金 10,000

銚子創業スクール負担金 150

補助及び交付金 中小企業資金融資利子補給金 5,822

中小企業相談所事業費補助金 3,600

企業立地等促進事業補助金 43,984

チャレンジショップ支援事業補助金 1,200

地域おこし協力隊起業支援補助金 2,000

3 消 費 者 行 政 費 負 担 金 千葉県消費生活センター連絡協議会負担金 7

会議等出席者負担金 18

4 観 光 費 負 担 金 ライフセーバー体験教室保険料負担金 1

千葉県観光物産協会負担金 27

北総観光連盟負担金 36

北総観光連盟事業費負担金 235

千葉県国際観光推進協議会負担金 80

ちばプロモーション協議会負担金 10

利根川舟運・地域づくり協議会負担金 10

日本自動車連盟負担金 4

アニメツーリズム協議会負担金 1,000

ふれあい広場清掃ボランティア活動保険料負担金 8

たかさきスプリングフェスティバル参加負担金 5

初日の出客用賠償責任保険料負担金 16

補助及び交付金 銚子ボランティアガイド観光船頭会事業費補助金 100

8 1 1 土 木 総 務 費 負 担 金 千葉県公共建築等連絡協議会負担金 3

千葉県道路協会負担金　 39

千葉県河川協会負担金 132

千葉県道路整備促進協議会負担金 23

全国治水砂防協会千葉県支部負担金 38

利根川治水同盟千葉県支部負担金 22

利根川治水同盟負担金 25

一般国道３５６号整備促進期成同盟負担金 33

利根川下流地区河川愛護協力会負担金 10

関東国道協会負担金 36

自転車を活用したまちづくりを推進する全国市区町村長 10

の会負担金

会議等出席者負担金 92

補助及び交付金 木造住宅耐震診断費補助金 100

被災者等住宅再建資金利子補給金 59

住宅リフォーム補助金 8,000

木造住宅耐震改修費補助金 500

危険コンクリートブロック塀等撤去費補助金 2,000

2 1 道 路 橋 り ょ う 負 担 金 道路賠償責任保険料負担金 924

総 務 費

4 1 港 湾 管 理 費 負 担 金 日本港湾協会負担金　　 50

千葉県港湾協会負担金 205

港湾都市協議会負担金 2

2 港 湾 建 設 費 負 担 金 名洗港整備事業費負担金 213,541

5 1 都市計画総務費 負 担 金 千葉県都市協会負担金 7

千葉県公園緑地整備促進協議会負担金 12
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8 5 1 都市計画総務費 負 担 金 千葉県街路事業推進協議会負担金 10

千葉県市街地整備推進協議会負担金 4

千葉県さくらの会負担金 9

千葉県緑化推進委員会負担金 56

千葉県地区計画制度連絡協議会負担金 1

下水道事業会計負担金 24,645

補助及び交付金 危険空家等除却事業補助金 3,000

下水道事業会計補助金 507,859

3 公 園 費 負 担 金 夫婦ケ鼻公園汚水処理費負担金 125

9 1 1 常 備 消 防 費 負 担 金 千葉県消防協会負担金 143

千葉県消防協会海匝支部負担金 252

全国消防長会負担金 165

全国消防長会関東支部負担金 26

全国消防協会負担金　　 55

千葉県消防長会負担金 40

銚子地区安全運転管理者協議会負担金 18

東部地域メディカルコントロール協議会負担金 70

消防業務賠償保険料負担金 91

救急救命士賠償保険料負担金 27

デジタルトランシーバー電波利用負担金 7

消防署活動系無線機電波利用負担金 8

会議等出席者負担金 2,052

補助及び交付金 銚子市婦人防火クラブ補助金 40

2 非 常 備 消 防 費 負 担 金 千葉県市町村総合事務組合負担金 11,395

会議等出席者負担金 55

補助及び交付金 銚子市消防団運営交付金 2,900

3 消 防 施 設 費 負 担 金 水道事業会計消防経費負担金 16,377

共同指令センター運営事業負担金 17,089

共同指令センター機器更新事業負担金 743

デジタル無線機保守負担金 4,807

補助及び交付金 消防庫改修事業補助金 248

4 災 害 対 策 費 負 担 金 防火防災訓練災害補償等共済制度掛金負担金 58

防災行政無線電波利用料負担金 32

千葉科学大学危機管理総合学会会費負担金 10

千葉県防災行政無線再整備事業負担金 11,500

補助及び交付金 自主防災組織活動事業費補助金 1,000

10 1 1 教 育 委 員 会 費 負 担 金 会議等出席者負担金 24

2 事 務 局 費 負 担 金 東総地方教育委員会連絡協議会負担金 123

千葉県都市教育長協議会負担金 40

千葉県公立学校施設整備期成会負担金 8

会議等出席者負担金 14

補助及び交付金 育英資金借入金利子補給金 2

3 教 育 振 興 費 負 担 金 銚子市学校警察連絡協議会負担金 37

補助及び交付金 銚子市小中学校文化振興協会事業費補助金 219

2 1 小 学 校 管 理 費 負 担 金 日本スポーツ振興センター災害共済負担金 1,610

防火安全協会負担金 5

補助及び交付金 体育事業等参加費補助金 700

日本スポーツ振興センター災害共済給付金 2,100

2 教 育 振 興 費 補助及び交付金 小学校遠距離通学費補助金 762

3 1 中 学 校 管 理 費 負 担 金 日本スポーツ振興センター災害共済負担金 1,015
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款 項 金　額目 区　　　　　　分

10 3 1 中 学 校 管 理 費 負 担 金 自治体国際化協会負担金 368

ＪＥＴ傷害保険負担金 101

ＡＬＴ渡航負担金 540

ＡＬＴ来日直後オリエンテーション負担金 184

防火安全協会負担金 5

補助及び交付金 体育事業等参加費補助金 101

日本スポーツ振興センター災害共済給付金 4,100

2 教 育 振 興 費 補助及び交付金 中学校遠距離通学費補助金 4,761

4 1 高等学校総務費 負 担 金 日本スポーツ振興センター災害共済負担金 1,791

全国都市立高等学校長会通常負担金 11

全国高等学校長協会負担金 8

千葉県高等学校長協会公立高等学校学校割負担金 15

千葉県高等学校教頭・副校長協会学校割負担金 3

銚子市学校警察連絡協議会負担金 3

防火安全協会負担金 5

補助及び交付金 日本スポーツ振興センター災害共済給付金 3,000

5 1 幼 稚 園 費 負 担 金 子育てのための施設等利用給付費負担金 25,970

補助及び交付金 私立幼稚園教材費補助金 396

7 1 社会教育総務費 負 担 金 千葉県青少年補導センター連絡協議会負担金 11

千葉県史料保存活用連絡協議会負担金 8

千葉県史跡整備市町村協議会負担金 4

全国史跡整備市町村協議会負担金 40

海匝地区青少年相談員連絡協議会負担金 54

東総社会教育委員連絡協議会負担金 91

子ども１１０番災害見舞金等補償保険料負担金 10

銚子資産活用協議会負担金 2,000

千葉県北総四都市江戸紀行活用協議会負担金 100

銚子ジオパーク推進協議会負担金 4,000

日本ジオパーク全国大会関東大会実行委員会負担金 700

会議等出席者負担金 9

補助及び交付金 青少年補導員連絡協議会事業費補助金 478

青少年相談員連絡協議会事業費補助金 585

青少年育成銚子市民会議事業費補助金 76

猿田神社本殿保存修理事業補助金 3,750

銚子資産活用協議会補助金 12,700

2 市民センター費 負 担 金 千葉県公民館連絡協議会負担金 21

公民館総合保障制度負担 金(施設賠償責任保険料) 85

防火安全協会負担金 5

ちょうし少年少女合唱団運営費負担金 972

会議等出席者負担金 3

補助及び交付金 文化祭実行委員会補助金 280

3 図 書 館 費 負 担 金 千葉県公共図書館協会負担金 8

日本図書館協会負担金 23

防火安全協会負担金 5

8 1 保健体育総務費 負 担 金 学校災害賠償補償保険料負担金 321

千葉県学校保健会負担金 12

千葉県小中体連東総支部負担金 1,074

千葉県保健主事会分担金 18

千葉県養護教諭会負担金 48

銚子市学校保健会負担金 72
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款 項 金　額目 区　　　　　　分

10 8 1 保健体育総務費 負 担 金 特別支援学級設置校負担金 193

東総地区三市交流野球教室事業費負担金 170

銚子さんまマラソン負担金 8,000

補助及び交付金 銚子市小中学校体育奨励費補助金 163

各種競技大会等参加費補助金 180

銚子市スポーツ協会事業費補助金 4,469

中学校銚子半島一周駅伝大会事業費補助金 1,200

3 体 育 館 費 負 担 金 千葉県スポーツ施設協会負担金 6

防火安全協会負担金 5

4 学校給食施設費 負 担 金 千葉県学校栄養士会負担金 12

千葉県学校栄養士会東総地区負担金 9

補助及び交付金 学校給食費補助金 17,061

負 担 金 235 件　 3,201,959

補助及び交付金 115 件　 1,983,795
計
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国民健康保険事業特別会計
（単位　千円）

款 項 金　額

1 1 1 一 般 管 理 費 負 担 金 千葉県市町村総合事務組合負担金 10,389

オンライン資格確認等システム運営負担金 394

2 連 合 会 負 担 金 負 担 金 千葉県国民健康保険団体連合会負担金 2,223

2 1 賦 課 徴 収 費 負 担 金 日本マルチペイメントネットワーク推進協議会負担金 100

2 1 1 一 般 被 保 険 者 負 担 金 一般被保険者療養給付費負担金 4,410,302

療 養 給 付 費

3 一 般 被 保 険 者 補助及び交付金 一般被保険者療養費交付金 49,303

療 養 費

2 1 一 般 被 保 険 者 補助及び交付金 一般被保険者高額療養費交付金 692,135

高 額 療 養 費

3 一 般 被 保 険 者 補助及び交付金 一般被保険者高額介護合算療養費交付金 500

高 額 介 護 合 算

療 養 費

4 1 出産育児一時金 補助及び交付金 出産育児一時金交付金 14,000

5 1 葬 祭 費 補助及び交付金 葬祭費交付金 6,600

3 1 1 一 般 被 保 険 者 負 担 金 国民健康保険事業費納付金一般被保険者医療給付費分 1,391,756

医 療 給 付 費 分

2 1 一 般 被 保 険 者 負 担 金 国民健康保険事業費納付金一般被保険者後期高齢者 545,396

後 期 高 齢 者 支援金等分

支 援 金 等 分

3 1 介 護 納 付 金 分 負 担 金 国民健康保険事業費納付金介護納付金分 210,447

6 2 1 保健衛生普及費 補助及び交付金 はり・きゅう・マッサージ施術給付費交付金 567

短期人間ドック等検査費用助成金 12,900

負 担 金 8 件　 6,571,007

補助及び交付金 7 件　 776,005

介護保険事業特別会計
（単位　千円）

款 項 金　額

1 1 1 一 般 管 理 費 負 担 金 千葉県市町村総合事務組合負担金 18,695

2 1 1 居 宅 介 護 負 担 金 居宅介護サービス給付費負担金 2,022,104

サービス給付費

3 地域密着型介護 負 担 金 地域密着型介護サービス給付費負担金 1,054,074

サービス給付費

5 施 設 介 護 負 担 金 施設介護サービス給付費負担金 2,265,281

サービス給付費

7 居 宅 介 護 福 祉 負 担 金 居宅介護福祉用具購入費負担金 9,434

用 具 購 入 費

8 居 宅 介 護 負 担 金 居宅介護住宅改修費負担金 13,404

住 宅 改 修 費

9 居宅介護サービス 負 担 金 居宅介護サービス計画給付費負担金 327,176

計 画 給 付 費

2 1 介 護 予 防 負 担 金 介護予防サービス給付費負担金 41,307

サービス給付費

3 地域密着型介護 負 担 金 地域密着型介護予防サービス給付費負担金 9,136

予 防 サ ー ビ ス

給 付 費

目 区　　　　　　分

計

目 区　　　　　　分
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款 項 金　額目 区　　　　　　分

2 2 5 介 護 予 防 福 祉 負 担 金 介護予防福祉用具購入費負担金 1,411

用 具 購 入 費

6 介 護 予 防 負 担 金 介護予防住宅改修費負担金 5,625

住 宅 改 修 費

7 介護予防サービス 負 担 金 介護予防サービス計画給付費負担金 13,759

計 画 給 付 費

4 1 高 額 介 護 負 担 金 高額介護サービス費負担金 140,366

サ ー ビ ス 費

2 高 額 介 護 予 防 負 担 金 高額介護予防サービス費負担金 87

サ ー ビ ス 費

5 1 高 額 医 療 合 算 負 担 金 高額医療合算介護サービス費負担金 14,169

介護サービス費

2 高額医療合算介護 負 担 金 高額医療合算介護予防サービス費負担金 55

予防サービス費

6 1 特定入所者介護 負 担 金 特定入所者介護サービス費負担金 180,000

サ ー ビ ス 費

4 1 1 介護予防・生活 負 担 金 介護予防・日常生活支援総合事業訪問介護負担金 31,284

支 援 サ ー ビ ス 介護予防・日常生活支援総合事業通所介護負担金 91,584

事 業 費 高額介護予防サービス費相当事業費負担金 70

高額医療介護合算介護予防サービス費相当事業費負担金 90

2 1 一 般 介 護 予 防 補助及び交付金 地域ふれあい交流サロン支援事業補助金 2,532

事 業 費

3 1 一 般 管 理 費 負 担 金 会議等出席者負担金 37

4 包括的・継続的 負 担 金 会議等出席者負担金 5

ケアマネジメント

支 援 事 業 費

7 認知症総合支援 負 担 金 会議等出席者負担金 38

事 業 費 補助及び交付金 認知症カフェ開設支援補助金 30

負 担 金 24 件　 6,239,191

補助及び交付金 2 件　 2,562

後期高齢者医療事業特別会計
（単位　千円）

款 項 金　額

1 1 1 一 般 管 理 費 負 担 金 千葉県市町村総合事務組合負担金 3,068

2 1 1 後期高齢者医療 負 担 金 後期高齢者医療広域連合納付金 940,541

広域連合納付金

負 担 金 2 件　 943,609

補助及び交付金 ―　 ―　

計

目 区　　　　　　分

計
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　⑵　基金現在高見込表

（単位　千円）

令3年度末
現在高

令4年度末
現在高見込

令5年度末
現在高見込

令4.3.31
現在

積 立 額 取 崩 し 額
令5.3.31

現在
積 立 額 取 崩 し 額

令6.3.31
現在

財 政 調 整 基 金 1,201,606 620,018 148,945 1,672,679 132 891,828 780,983

減 債 基 金 272,645 3 272,648 28 272,676

小　　計 1,474,251 620,021 148,945 1,945,327 160 891,828 1,053,659

災 害 対 策 基 金 102,503 1 7,449 95,055 10 8,328 86,737

一般廃棄物処理施設
整 備 基 金

16,453 16,453 2 16,455

豊里住宅団地公共施設
整 備 等 基 金

363,791 68,587 21,070 411,308 35 14,753 396,590

ふ れ あ い 福 祉 基 金 25,629 1,500 1,029 26,100 3 544 25,559

地 域 再 生 基 金 138,950 8,149 1,228 145,871 2,872 114,113 34,630

がんばれ銚子ふるさと
応 援 基 金

165,866 253,002 257,523 161,345 300,015 316,781 144,579

公共施設整備等基金 101,010 2,934 103,944 11 103,955

一般廃棄物最終処分場
設 置 地 域 振 興 基 金

920 1,000 1,123 797 1,001 634 1,164

銚子電気鉄道応援基金 56,269 45,001 27,653 73,617 75,008 53,127 95,498

漁 業 振 興 基 金 10,001 510,000 346,821 173,180 210,021 164,526 218,675

森 林 環 境 基 金 14,570 7,923 83 22,410 7,103 105 29,408

しごと・ひと・まち
創 生 推 進 基 金

21,103 2,000 21,053 2,050 1 2,000 51

再生可能エネルギー
活 用 推 進 基 金

500 500 1,000 1 1,001

子 ど も 未 来 基 金 2,000 1,000 1,000 125,000 116,850 9,150

小　　計 1,017,565 902,597 686,032 1,234,130 721,083 791,761 1,163,452

国 民 健 康 保 険 事 業
財 政 調 整 基 金

1 40,502 40,503 629 41,132

介 護 保 険 事 業
財 政 調 整 基 金

527,847 42,172 570,019 55 15,115 554,959

小　　計 527,848 82,674 0 610,522 684 15,115 596,091

土 地 開 発 基 金 547,154 547,154 547,154

育 英 資 金 貸 付 基 金 102,126 102,126 9 102,135

小　　計 649,280 0 0 649,280 9 0 649,289

合 計 3,668,944 1,605,292 834,977 4,439,259 721,936 1,698,704 3,462,491

＊令和4年度の積立額は剰余を含む積立と利子積立を見込んだ額で、取崩し額は繰入金の決算見込額
  令和5年度の積立額及び取崩し額は、予算計上額

基 金 名
令 和 4 年 度 見 込 み 令 和 5 年 度 見 込 み
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　入湯税は、鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に課税され、その使途は環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施

設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光振興（観光施設の整備を含む。）に要する経費に

充てることとされています。

　令和５年度銚子市一般会計当初予算における充当状況は次のとおりです。

（歳入） 入湯税

（歳出） 観光振興等に要する経費

【主な観光振興等に要する経費】

9,203 9,203

2,016 1,925 91

100 100

2,289 12 2,277

7,733 7,733

33,175 2,287 30,800 88 0

54,516 2,287 30,800 1,937 19,492 7,596

初日の出関係経費

消
防
施
設

消防庫新築経費

海水浴場関係経費

観光宣伝経費

観光ボランティア関係経費 7,596

合　計

観光協会関係経費

観
光
振
興

⑶　入湯税の使途に関する説明書

7,596千円

54,516千円

（単位　千円）

区分及び事業名 事業費

財源内訳

国県
支出金

市債 その他 一般財源 うち
入湯税
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　都市計画税は、都市計画区域内のうち農用地区域以外の区域内に所在する土地及び家屋に課税され、その使途

は、都市計画事業又は土地区画整理事業に要する経費に充てることとされています。

　令和５年度銚子市一般会計当初予算における都市計画事業等への充当状況は次のとおりです。

（歳入） 都市計画税

（歳出） 都市計画事業等に要する経費

【主な都市計画事業等に要する経費】

78,376 78,376

906,052 14,000 892,052

984,428 0 0 14,000 970,428 441,502

※１　公債費は、都市計画事業分のみを計上しています。

⑷　都市計画税の使途に関する説明書

441,502千円

984,428千円

（単位　千円）

区分及び事業名 事業費

財源内訳

国県
支出金

市債 その他

公債費　※１

一般財源 うち
都市計画税

合　計

下水道事業
（公営企業への補助金等）

都
市
計
画
事
業
等

441,502
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　森林環境譲与税は、森林の整備又は森林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に

関する普及啓発、木材の利用の促進その他の森林の整備に関する施策の財源に充てることを目的に国から譲与

されているものです。

　令和５年度銚子市一般会計当初予算における森林の整備に関する施策等への充当状況は次のとおりです。

（歳入） 森林環境譲与税

（歳出） 森林の整備に関する施策等に要する経費

【森林の整備に関する施策等に要する経費】

7,103 3 7,100 7,100

7,103 0 0 3 7,100 7,100

参考

【森林環境基金充当事業】

90 90 90

15 15 15

105 0 0 105 105 0合　計

（単位　千円）

事業名 事業費

財源内訳

一般財源
国県
支出金

地方債 その他 うち森林
環境基金

図書館管理運営経費
　木製品の製作
（大型絵本読み聞かせスタンド）

森林環境基金積立

合　計

一般財源 うち森林
環境譲与税

農業振興経費
　千葉県森林クラウド年間利用料

国県
支出金

市債 その他

7,103千円

（単位　千円）

事業費

財源内訳

⑸　森林環境譲与税の使途に関する説明書

7,100千円

事業名
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⑹　地方消費税交付金（社会保障財源分）が充てられる社会保障施策に要する経費について

　消費税率（国・地方）が平成２６年４月１日から５％から８％、令和元年１０月１日から１０％へ引き上げられたことに伴い、

地方消費税交付金の増収分については、全て社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

　令和５年度銚子市一般会計当初予算における社会保障施策経費への充当状況については、次のとおりです。

（歳入） 引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

1 社会福祉総務費 43,248 10,757 7,000 25,491

2
心 身 障 害 者
福 祉 費

1,581,838 1,100,660 17,423 463,755

1 老人福祉総務費 125,514 88,677 482 36,355

2 老 人 措 置 費 60,355 6,361 53,994

1 児童福祉総務費 101,699 43,906 36,069 21,724

2 児 童 措 置 費 1,737,475 1,165,781 48,474 523,220

4 生活保護費 2 扶 助 費 1,088,600 816,450 272,150

1 保健衛生総務費 280,980 356 59 280,565

2 予 防 費 159,041 6,701 10,072 142,268

1 社会福祉費 5 国民健康保険費 601,484 322,522 278,962

2 老人福祉費 1 老人福祉総務費 2,047,578 178,411 240 1,868,927

7,827,812 3,734,221 0 126,180 3,967,411 742,352

※ 人件費、事務費及び基金積立金については、除外しています。

※ 地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、事業に要する一般財源の比率に応じて充てています。

742,352

社
会
保
険

3
民
生
費

合　計

老人福祉費

3 児童福祉費

保
健
衛
生

4
衛
生
費

1
保 健 衛 生
総 務 費

社
会
福
祉

3
民
生
費

1 社会福祉費

2

742,352千円

7,827,812千円

（単位　千円）

区
分

予算科目

令和5年度
予算

財源内訳

款 項 目

特定財源

一般財源国県
支出金

地方債 その他
うち地方消費税
交付金（社会保
障財源化分）
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